


様式第５号（第３条，第16条，第18条関係）


法第34条第１(９)号に該当する店舗等を建築する旨の申立書
	申請地の
所在，地番
	
	敷地面積
	㎡　

	予定する
店舗等の名称
	
	店主氏名
	（　　　才）

	業種
	

	主な販売
品目等
	

	必要な資格
	
	有資格者氏名
	

	設備概要
	

	主な取引先
	所在地
	名称
	代表者氏名

	
	
	
	㊞　

	従業員予定数
	人　
	開店予定日
	年　　　月　　　日　

	法第34条第
１号に該当
する店舗等
	サービス対象戸数(調整区域内)
	主たる前面道路の幅員
	路地状敷地の場合

	
	□ 半径500ｍ内の住宅　　    戸

□ 住宅の連たん戸数　 　戸以上
	道路幅員　　　　　ｍ

車道幅員　　　　　ｍ
	路地状部分幅員　　　　ｍ

路地状部分延長　　　　ｍ

	
	店 舗 等 の 床 面 積

	
	業務の用に供する部分
	管理上必要な部分
	倉庫等
	合　計

	
	㎡　
	㎡　
	㎡　
	㎡　

	法第34条第
９号に該当
する沿道サ
[bookmark: _GoBack]ービス施設
	前面道路の種別
	主たる前面道路の幅員
	駐車場の面積(ﾄﾞﾗｲﾌﾞｲﾝのみ)

	
	□国道　　□県道

□町道
	道路幅員　　　　　ｍ

車道幅員　　　　　ｍ
	㎡　

	
	予定建築物の床面積
	うち作業所部分
(ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞのみ)
	うち土産物販売部分
(大型観光ﾄﾞﾗｲﾌﾞｲﾝのみ)

	
	　㎡　
	㎡　
	㎡　

	
　境 町 長 　殿

　上記のとおり自ら営業する計画であることを申し立てます。

申請者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞　



備考　１　「業種」欄は，日本産業分類の細分類を参考に記入すること。(細分類にない業種の場合には，分かるように記入すること。)
２　資格を必要とする場合は，免許証の写し等，資格を証明するものを添付すること。
　　　３　主な取引先との特約書の写しを添付すること。
　　　４　住宅を併設する場合には，自己用住宅を建築する理由書(様式第４号)を添付すること。



